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主なポイント

ホテル宿泊税の徴収を再開

3%

2024～25年度から、給与所得税とパーソナル・
アセスメントについて2段階の標準所得税率を

導入
純所得が500万香港ドルを超え、標準税率が
適用される納税者は、純所得の最初の500万香港ドル
は引き続き15%の税率が適用され、残りの部分には
16%の税率が適用される

200億香港ドル

のグリーンボンド及びインフラボンドを発行

200億香港ドル

のシルバーボンド及び

たばこ税の引き上げを、一本当たり

80香港セント

2024年2月28日から適用

各種社会保障給付金を

半月分追加支給

事業登録税は200香港ドル値上げされ

2,200香港ドル

一年当たり、2024年4月1日から適用

免除

2024～25年度の第1四半期において、香港域内外
の不動産税（レーツ）について、 1,000香港ドルを
上限として

不動産投資信託の投資口の譲渡及びオプション・
マーケット・メーカーの取引業務に係る印紙税を

免除

2023～24年度においては、事業所得税、給与所得税
及びパーソナル・アセスメントについて、税額の100%
又は3,000香港ドルのいずれか小さい金額を

税額控除

2024年2月28日以降、すべての特別印紙税（SSD）、
購入者印紙税（BSD） 、新住宅印紙税（NRSD）を

撤廃

2024～25年度から、原状回復費用に関する
損金算入を

容認
2024～25年度から、事業所得税における
商業用建物と工業用建物の減価償却に関する
請求期限を

撤廃

不動産ローン、及び不動産貸付に関連するその
他の金融管理政策に関する景気変動抑制的な
マクロ健全安定化措置について、さらなる

調整

電気自動車の初度登録税（FRT）優遇措置は2026年
3月31日まで2年間延長されるが、優遇措置は

1台ごとの買替制度による電気自家用車（e-PC）の
FRT優遇措置の上限は172,500香港ドルに調整され、
一般のe-PCの優遇措置の上限は58,500香港ドルに
引き下げられる

税引前価格が50万香港ドルを超えるe-PCは、優遇
措置の適用対象とならない

その他のタイプの電気自動車については、
引き続きFRTが全額免除される

40% 減額される

累進課税的な不動産税（レーツ）制度を2024～25年度
第4四半期以降に

導入
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2024年2月28日、財務長官（FS）は、就任
以来8期目の「信頼と共に前進し、機会を
捉え、質の高い発展に努める」ことをテーマ
とした財政予算案を発表しました。

信頼を築き、消費・観光を振興

大方の予想通り、財務長官は、低迷している不動産市場
の信頼回復と安定化を図るために、10年以上前から導入
されていた、住宅投機の抑制措置を直ちに撤廃すると
発表しました。

香港の経済と経済構造を活性化し、成長させ、多様化させる
ための、税金及び税金以外のさまざまな取組みが詳しく

説明されました。この取組みの目的には、香港株式市場
の流動性と競争力を強化し、国際的なイノベーションと
テクノロジーの中心地として香港をさらに発展させ、ハイエ
ンドな製造業とグリーンテクノロジー産業を支援することが
含まれています。

この点に関して、財務長官は、政府が戦略的企業、人材、
投資を香港に誘致し、中東やASEAN加盟国といった新市場
を開拓することに全力を尽くすことについても言及しました。

さらに、財務長官は、消費と観光を促進するために、観光
推進と各種大規模イベントや地域イベントの開催に向けて
10億9千万香港ドルの予算を充てると述べました。

2023～24年及びその後数年間の財政状況の見通し

財務長官は、2023～24年度の財政赤字が1,016億香港
ドルと推定され、2024年3月31日時点の推定財政準備金
は7,332億香港ドルとなるが、この財政準備金額は政府
支出の約12カ月分にすぎないと述べました。

さらに、財務長官は、2024～25年度の連結財政赤字は
481億香港ドルになると予測しており、経常収支が黒字に
転換するのは2026～27年度になるとの予測を示しました。

このような財政制約を踏まえ、財務長官は今後5年間で
年間950億～1,350億香港ドルの債券を発行し、2024～
25年度から2028～29年度にかけて政府債務の対GDP比
を約9～13%の範囲に維持する方針を示しました。しかし、
財務長官は、これらの債券による収入は、資本投資や
インフラ・プロジェクトにのみに使用し、経常的歳出には
使用しないと強調しました。

総評
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段階的な財政収支の均衡に向けて

同時に、財務長官は、政府歳出の削減と政府歳入の増加
という二本立てのアプローチにより、財政均衡を段階的に
実現し、財政準備金を健全な水準に維持する計画について
も説明しました。政府歳出の削減については、公務員定数
の増加凍結、今後2年間で経常歳出を毎年さらに1%削減
すること、政府の各種交通補助制度を見直すことなど、持続
可能性を確保するための計画の詳細が示されました。
ただし、財務長官は、交通補助制度について、制度廃止
までの意図はないと強調しました。

政府歳入の増加に関して、財務長官は、2024～25年度
から給与所得税とパーソナル・アセスメントについて2段階

の標準税率を導入することを提案しました。この提案では、
課税対象所得のうち最初の500万香港ドルまでは15%で
課税され、超過分は16%で課税されます。さらに、2025年
1月1日から、ホテル宿泊税を税率3%で再導入する予定
です。その他の歳入確保策として、「affordable users pay
（担税力）」原則に基づく料金改定や、2025年第1四半期
から評価額が55万香港ドル以上の住宅に対するレーツ
の累進的な税率引き上げなどが提案されました。

例年の一時的な救済措置の縮小

香港市民と企業への支援策として、財務長官は、以下を
提案しました。

（i） 2024～25年度の第1四半期において、香港域内外
の不動産税（レーツ）について、各1,000香港ドルを
上限として免除する

（ii） 2023～24年度においては、給与所得税及びパーソ
ナル・アセスメントについて税額の100%又は3,000香港
ドルのいずれか小さい金額を税額控除する

（iii）2023～24年度の事業所得税について、税額の100%
又は3,000香港ドルのいずれか小さい金額を税額
控除する

（iv）各種社会保障給付金の受給者に対して半月分の追加
支給を提供する

結論

今回の予算は、国際貿易・金融センターとしての
香港の経済展望に対する否定的な見方を払拭
（ふっしょく）することに焦点を当てた、地に足の
ついた堅実な財政予算案と言えるでしょう。EYは、
この予算案が人々に信頼を与え、香港経済が機会
を捉え、質の高い発展を遂げることに期待します。
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パテントボックスに関する優遇税制

香港のパテントボックスに関する優遇税制案が2024年上

半期をめどに立法会に提出される予定です。当該優遇税
制案では、特許又は特許類似の適格な知的財産（以下、
「IP」）資産から得られる適格IP収入は、5%の優遇税率で
課税されます。

当該優遇税制案では、以下の適格IP資産から得られる
国内源泉所得は、16.5%ではなく5%にて課税されます。

（i） 適格IP資産から得られる収入、すなわち、当該資産の展示

や使用、又は展示や使用する権利（香港内外を問わず）
に関連する収入、又は（香港内外を問わず）当該資産の
使用に直接的又は間接的に関連する知識の付与あるい
は知識付与の約束に関連して得られる所得、つまり、
ほとんどの使用料やライセンス収入が対象となる

（ii） 適格IP資産の売却から生じる所得（内国歳入法＜以下、
「IRO」＞のセクション14に基づき、資本性の適格IP資産
の売却から生じる国内源泉所得は、非課税キャピタル
ゲインとなることから、収益性の適格IP資産の売却のみ
対象となる）

（iii）製品やサービスの販売価格に、適格IP資産に起因する

金額が含まれている場合、その販売から得られる所得
のうち、正当かつ合理的な基準に基づいて当該IP資産
の価値に該当する部分（例えば、移転価格の原則や
方法論に基づいて算定された部分）

香港での出願を奨励・促進する目的で、適格IP資産に
関連する発明が香港の関連要件を満たすよう、現地登録
要件が提案されています。

また、優遇税率が適用される適格IP収入の範囲の計算に

は、「ネクサス・アプローチ」が必要とされることから、適格
IP資産の創出に関連する研究開発（以下、「R&D」）費用
や取得原価の詳細な記録が必要となります。

この優遇税制案は、生産・R&D部門、クリエイティブ産業、
IP利用者が、製品・サービスの付加価値向上やバリュー

チェーン向上という戦略的ニーズを満たすために、製造や
貿易活動においてIP資産を創造し活用することを促進する
ための重要な政策となるでしょう。

適格シングルファミリーオフィスへの
優遇税制が可決

2022年4月1日発効となった法律により、適格シングル

ファミリーオフィスが管理する、同族投資持株会社（以下、
「FIHV」）及びそのFIHVが保有する同族所有特別目的
事業体（以下、「FSPE」）に対して、IROのスケジュール
16Cで指定される特定の金融資産の取引から得られる
所得は非課税扱いとなります。この非課税扱い措置は、
5%の基準値を条件として、適格取引に付随する所得にも
適用されます。

この適格シングルファミリーオフィスに対する優遇税制は、
先日、経済協力開発機構（以下、「OECD」）によるピアレ
ビューの結果、有害な税制ではないとの評価を受けました。
さらに、シンガポールでの類似の税制とは異なり、香港の
税制には有効期限がありません。さらに、香港の国外源泉
所得非課税（以下、「FSIE」）税制において、FIHV/FSPEが
非課税所得を得る過程で発生する、又はそれに付随する
所得は課税対象となりません。これらの要因により、香港
の優遇税制の持続可能性は確保され、香港の税制が
魅力的でかつ競争力のあるものとなるでしょう。

さらに、財務長官は、上記のファンドやシングルファミリー
オフィス向けの優遇税制について、より多くの類似の事業体
を香港に誘致するために、適格取引の範囲を拡大し、付随
取引の範囲の柔軟性を高めることが望ましいと述べました。

2024年2月28日、香港財務長官（FS）は、香港の経済発展の促進や国際税務に関する
協力を強化する目的で、香港が直近で施行した、あるいは現在検討している以下の税制
措置や動向について言及しました。

香港におけるBEPS2.0：第2の柱の実施
に関するパブリックコンサルテーション

2021年10月、OECDは20カ国・地域（以下、「G20」）と
ともに、経済のデジタル化による税源浸食と利益移転
（以下、「BEPS」）のリスクに対処するために、2023年から
国際課税ルールの改革に向けて2本の柱からなる画期的な
国際合意（通称、「BEPS2.0」）を発表しました。
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BEPS2.0フレームワークは、香港をはじめとする135以上
の国・地域が合意したものであり、これまでに策定された
国際的な税制改革プロジェクトの中で最も野心的なものの
一つです。

BEPS2.0の一環として、第2の柱は、グループ全体の連結
売上高が7億5,000万ユーロ以上の多国籍企業（以下、
「MNE」）グループについて、その事業を行っているすべて
の国・地域の利益に対して15%の最低実効税率（以下、
「ETR」）を課すことを目的としたグローバルミニマム課税を
提案しています。所得合算ルール（以下、「IIR」）と軽課税
所得ルール（以下、「UTPR」）を含むグローバル税源浸食
防止（以下、「GloBE」）ルールは、第2の柱の目的を達成
するための主なメカニズムであり、軽税率国・地域が、
当地で事業を行うMNEグループに対して上乗せ課税（以下、

「トップアップ税」）を徴収するため採用できる、防衛的な
税制となります。

昨年12月に発表されたコンサルテーションペーパーでは、
香港はGloBEルールを香港の税法に取り入れるための法律
の制定を行い、2025年1月1日から施行することが示され
ました。さらに、対象となるMNEグループが香港で行う
経済活動に対する課税権を保全するため、香港ミニマム・
トップアップ税（以下、「HKMTT」）が2025年に導入される
ことが示されました。

提案されているHKMTTでは、対象となるMNEグループの

香港事業体の低税率の収益に対して、香港の実効税率が
GloBEルールで定める15%の最低税額基準を満たすよう
トップアップ税が課されます。

HKMTTは、適格国内ミニマム課税のセーフハーバー（以下、
「QDMTTセーフハーバー」）の対象となることから、対象
MNEグループがその香港事業体の低税率の利益について、
香港のHKMTTに基づくトップアップ税を支払った場合、
GloBEルールに基づくトップアップ税はゼロとなります。

その他の税制措置や動向

財務長官が今回提案したその他の税制措置や動向には、
以下が含まれます。

• 2024～25年度から、賃貸物件の原状回復に要した
費用について事業所得税の損金算入が認められます。

• 2024～25年度から、工業用建物・構築物、商業用建物・

構築物について、当該物件の建設費や前オーナーの
差額賦課といった特定の要素を条件として、税務上の
減価償却の期限は、撤廃されます。

• 不動産投資信託の投資口の譲渡やマーケットメーカーに
よるオプション取引業務に係る印紙税は免除されます。

これにより、HKMTTとGloBEルールの両方に基づいて
ETRを計算するという複雑な作業を2回行う必要がなくなり
ます。このような作業は、HKMTTがQDMTTとしてのみ
認められますが、QDMTTセーフハーバーの対象とは認めら
れない場合に必要となるものです。前者の状況において、
QDMTTとしてHKMTTに基づいて支払われたトップアップ
税は、GloBEルールに基づく対象MNEグループのトップ
アップ税額から控除することが可能です。

ただし、HKMTTの下で課せられるトップアップ税額は、
GloBEルールの下で課せられる税額を上回る可能性が
あります。これは、構成事業体に対する所有権が100%
ではない場合、GloBEルールのIIR（UTPRがバックストップ
として機能）の下で課せられるトップアップ税額は、最終
親会社が構成事業体に対する持分割合を考慮した上で

課せられるトップアップ税の全額を下回る可能性があるの
に対し、HKMTTではそのような考慮はされないためです。
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中期予測と財政準備金（単位：10億香港ドル）

年度 2023-24
（改訂後）

2024-25 2025-26 2026-27 2027-28 2028-29

一般会計歳入 513.9 580.7 620.6 666.6 695.5 723.3

一般会計歳出 (606.3) (613.8) (622.6) (639.2) (654.2) (676.7)

一般会計収支 (92.4) (33.1) (2.0) 27.4 41.3 55.7

資本会計歳入 40.7 52.3 82.9 103.6 127.6 153.8

資本会計歳出 (121.6) (163.1) (164.7) (178.2) (154.8) (131.4)

政庁債返済前の資本剰余金 (81.0) (110.8) (81.8) (74.6) (27.2) 22.4

付加：グリーンボンド発行による
正味収入

72.5 120.0 135.0 135.0 135.0 95.0

控除：グリーンボンドの償還 (0.8) (24.2) (44.8) (54.9) (106.3) (107.9)

総合収支 (101.6) (48.1) 6.3 32.8 42.7 65.2

3月31日時点の財政準備金 733.2 685.1 691.4 724.3 767 832.2

• 予測期間の実質GDP成長率は、2024年を2.5%～3.5%、
2025年～28年のトレンドを3.2%と見積

• 投資利益率は、2024年を3.7%、その後を年間2.9%～
4.1%と見積

• 2025～26年度以降の土地売却収入をGDPの3.4%と見積

• 2028年3月31日時点の財政準備金の予測残高は、
前回は9,837億香港ドルと見積もられていたが、今回は
7,670億香港ドルへと修正された（その年度のGDPの
20.7%に相当）。また、29年3月31日時点の財政準備金の
予測残高は、8,322億香港ドルと見積もられている（その
年度のGDPの21.2%に相当）。

2024～25年度から2028～29年度の
中期予測における仮定

• 予算収支

長期的に総合収支の均衡を維持

• 歳出方針

長期的な経済成長率に対応した公共支出

• 利益準備金

収益からの実質利回りを長期的に維持

• 財政準備金

長期的に適切な準備金を維持

主要な予算案作成上の仮定、予測及び基準

予算案作成基準

出典：“Appendices” The Budget 2024-25, www.budget.gov.hk/2024/eng/pdf/e_appendices_a.pdf （2024年3月5日アクセス）を基にEY作成

https://www.budget.gov.hk/2024/eng/pdf/e_appendices_a.pdf
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香港の税制

*既婚者でその配偶者に課税所得が発生していないか、 配偶者とともに合算申告を選択した場合に認められます。

人的所得控除 2024～25 HK$ 2023～24 HK$

基礎控除（独身） 132,000 132,000

基礎控除（既婚）* 264,000 264,000

扶養子控除（1人につき）

第1子から第9子まで

• 誕生年度

• 翌年度以降

260,000

130,000

260,000

130,000

扶養父母・祖父母控除（1人につき）

60歳以上

• 同居の場合

• 別居の場合

55歳から59歳まで

• 同居の場合

• 別居の場合

100,000

50,000

50,000

25,000

100,000

50,000

50,000

25,000

扶養兄弟姉妹控除 （1人につき） 37,500 37,500

寡婦（夫）控除 132,000 132,000

障がい者控除 75,000 75,000

扶養障がい者控除 75,000 75,000

自己学習費用及びその他の控除（限度額） 2024-25 HK$ 2023～24 HK$

自己学習費用 100,000 100,000

高齢者在宅介護費用控除 100,000 100,000

住宅ローン控除1 100,000 100,000

住宅賃借料 100,000 100,000

退職金給付に対する強制積立 18,000 18,000

年金保険料及びMPFへの自発的な拠出金 60,000 60,000

任意健康保険制度での保険料（1人に付き）2 8,000 8,000

慈善寄付金 課税所得の35%まで 課税所得の35%まで

累進税率 2024～25

HK$50,000まで 2%

HK$50,001からHK$100,000まで 6%

HK$100,001からHK$150,000まで 10%

HK$150,001からHK$200,000まで 14%

HK$200,001以上 17%

累進税率 2023～24

HK$50,000まで 2%

HK$50,001からHK$100,000まで 6%

HK$100,001からHK$150,000まで 10%

HK$150,001からHK$200,000まで 14%

HK$200,001以上 17%

給与所得税
給与所得税は、一定の現物給与を含む香港を源泉とする給与
所得に対して課税されます。住宅手当については、税制上の
優遇措置があり、一般的に住宅手当以外の給与の10%が
みなし家賃として給与所得に加算されます。

その他の免除規定には以下のものが含まれます。

• 香港及び香港外の雇用契約の双方について60日基準による
免除規定

• 香港外の雇用契約の場合、滞在日数基準での課税

税率と所得控除

給与所得税の税額は以下で計算した金額のいずれか低い方
となります。

• 所得控除後、人的所得控除前の課税対象所得に標準税率15%
（500万香港ドルまで）／16%（500万1香港ドル以上）を乗じた
金額

• 所得控除及び人的所得控除後の課税対象所得に以下の累進
税率を乗じた金額

1．控除期間：20年

2．納税者又は配偶者の祖父母、両親、兄弟姉妹をカバーする特定の親族に適用

出典：”Supplement” The Budget 2024-25, www.budget.gov.hk/2024/eng/pdf/e_supplement02.pdf （2024年3月5日アクセス）を基にEY作成

https://www.budget.gov.hk/2024/eng/pdf/e_supplement02.pdf
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事業所得税

• 課税対象：課税所得は、会計上の利益に税法で定められ
た加減算調整を行って算出されます。

• 税率：法人 – 16.5%*  その他 – 15%*
* 2018～19年度から適用されている二段階の事業所得税率制度に
より、法人及び非法人事業の利益の200万香港ドルまでの税率は半分
となり、残りの利益は上記の通常税率で課税されます。

• しかし、「関連当事者（Connected Entities）」に関しては、
同一査定期間において、1社のみが二段階の事業所得税
率制度を適用できます。

• 欠損金の繰越：税務上の欠損金は、租税回避が疑われる
場合を除き永久に繰越可能です。

• キャピタルゲイン：非課税です。

• 受取配当金：非課税です。源泉徴収もされません。

• 慈善寄付金：課税所得の35%までは損金算入可能です。

• 非居住者に対するロイヤルティ支払

資産所得税

香港内の不動産を所有し賃貸する個人は、賃貸料収入の
80%に対して15%の標準税率で課税されます。一方、法人の

不動産賃貸収入は資産所得税の対象とならず、事業所得税
として課税されます。

相続税

香港では2006年2月11日以降に亡くなった被相続人の財産
に相続税はかかりません。

その他の税金と費用

空港利用税：120香港ドル（12歳未満は免除）

賭博税

• 競馬：総利益に対し複数の税率

• マークシックス：売上の25%

• サッカーくじ：総利益の50%

事業登録税

• 1年分の登録と賦課金：2,150香港ドル／2,350香港ドル
（2024年4月1日以降）

• 3年分の登録と賦課金：5,650香港ドル

資本登録税

2012年6月1日付で全廃されました。

ホテル宿泊税：0%／2025年1月1日以降は3%

物品税

酒、たばこ及び炭素（燃料）に複数の税率

自動車登録税

私有車及びその他の車両の課税評価額に132%までの限界税率を適用

90%以上の持株関係を有するグループ会社間での
株式・不動産の譲渡
免除

印紙税

• 株式の譲渡： 0.2%

• 不動産の譲渡

1 税率適用枠を若干上回る場合には、段階税率を適用できる措置があります。

2 下記注3に該当する場合を除き、この税率は、2013年2月23日～20年11月
25日に締結された非居住用不動産契約及び2013年2月23日～16年
11月4日に締結された居住用不動産契約に適用されます。

3 居住用不動産取得時に香港に他の居住用不動産を所有しておらず、一定
条件を満たしている香港永住者、及び2023年2月26日以降に締結された
非居住用不動産契約に対して適用されます。これは、居住用不動産に
関する買主側への管理措置が2024年2月28 日以降に撤廃された後も、
2024年2月28日以降に発生した取引に引き続き適用されます。

4 （2024年2月28日から撤廃）上記の注3に該当する場合を除き、居住用
不動産に関する売買又は譲渡契約には、新住宅印紙税（NRSD）が税率
7.5%（2023年10月25日から24年2月27日までに締結された契約）、又は
15%（2016年11月5日から23年10月24日までに締結された契約）で適用
されます。

• 上記の税率に加え、2012年10月27日以降に取得され、かつ2年以内
（2023年10月25日から24年2月27日の間で転売された居住用不動産）
又は3年以内（2023年10月25日以前に転売された住宅用不動産）の
場合は、追加で10%～20%の特別印紙税（SSD）の対象となります。

• また、2012年10月27日以降に香港永住者ではない個人及び法人が

居住用不動産を取得した場合、居住用不動産に関する購入者印紙税
（BSD）が一律7.5%（2023年10月25日から24年2月27日までに締結
された契約）、又は15%（2012年11月27日から23年10月24日までに
締結された契約）で適用されます。

• 居住用不動産に関する買主側への管理措置（すなわち、NRSD、BSD
及びSSD）は2024年2月28日以降撤廃されます。

* 二段階の事業所得税率制度及び二重課税防止協定の適用により税率が軽減される
場合があります。

実効源泉徴収税率*

支払先
関係

法人 法人以外

非関連者 4.95% 4.5%

一定の要件を満たす関連者 16.5% 15%

従価印紙税 第1基準税率

HK$ 第1基準税率1、2 均一税率4

200万以下 1.5%

7.5%/15%

200万 – 300万 3.0%

300万 – 400万 4.5%

400万 – 600万 6.0%

600万 – 2,000万 7.5%

2,000万以上 8.5%

従価印紙税 第2基準税率

HK$ 第2基準税率1、3 均一税率4

300万以下 HK$100

7.5%/15%

300万 – 450万 1.50%

450万 – 600万 2.25%

600万 – 900万 3.00%

900万 – 2,000万 3.75%

2,000万以上 4.25%
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